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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

第１四半期連結
累計期間

第63期
第１四半期連結
累計期間

第62期

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年６月30日

自平成24年４月１日
至平成24年６月30日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売上高（千円） 3,367,412 4,439,863 15,365,312

経常利益（千円） 48,063 261,337 1,116,632

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
△43,743 192,884 809,394

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
51,236 689,951 275,916

純資産額（千円） 11,508,348 12,192,470 11,581,384

総資産額（千円） 18,035,979 19,120,778 17,688,053

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

△4.70 21.91 88.30

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 63.8 63.8 65.5

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第62期第１四半期連結累計期間は、１株

当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第62期及び第63期第

１四半期連結累計期間は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．遠藤製作所従業員持株会専用信託が所有する当社株式は、１株当たり情報の算定上の基礎となる期末普通株

式数及び期中平均株式数に含まれております。

　

　

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。   

 

　

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要等もあり、ゆるやかに持ち直しの動

きが見られたものの、依然として雇用・所得環境は改善されない中、円高の長期化や原油価格の高止まり、欧州の

財政問題等があり、先行き不透明な厳しい状況で推移いたしました。　

このような状況のもと、当社グループは、生産効率の向上、製造コスト低減等を推し進めるとともに、開発力を高

め、より競争力のある差別化製品の供給に取組んでまいりました。　

この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高44億39百万円（前年同期比31.8％増）となりました。利

益面につきましては、売上高が増加したこと等で営業利益２億13百万円（同259.3％増）、経常利益２億61百万円

（同443.8％増）、四半期純利益１億92百万円（前年同期は43百万円の四半期純損失）となりました。　

　

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①ゴルフ事業

ゴルフ事業につきましては、前年同期は東日本大震災の影響で受注が減少したことやタイ国の洪水復旧後に出

荷が集中したこと等で、売上高26億１百万円（前年同期比61.6％増）、営業利益62百万円（前年同期は94百万円の

営業損失）となりました。　

②ステンレス事業

ステンレス事業につきましては、東日本大震災以降、需要の回復が遅く、売上高２億22百万円（前年同期比2.7％

増）、営業利益１百万円（同88.0%減）となりました。　

③自動車等鍛造部品事業

自動車等鍛造部品事業につきましては、タイ国洪水からの自動車産業の回復や農耕機部品等が順調であったこ

と等から、売上高は16億16百万円（同4.9％増）となりました。営業利益は、売上高が増加したこと等により２億

97百万円（同4.7％増）となりました。　

　

　

(2) 事業上及び財務上の対応すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、２億１百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(4) 従業員数

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数について著しい変更はありません。
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(5) 生産、受注及び販売の実績

当第１四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績について著しい変更はありません。

(6) 主要な設備

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 29,800,000

計 29,800,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,441,800 9,441,800

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

単元株式数

100株

計 9,441,800 9,441,800 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成24年４月１日～

平成24年６月30日
－ 9,441,800 － 1,241,788 － 1,183,788

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成24年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 640,100 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式　 8,801,300 88,013 同上

単元未満株式 普通株式　 　　　400 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 9,441,800 － －

総株主の議決権 － 88,013 －

 

②【自己株式等】

 平成24年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社遠藤製作所 新潟県燕市東太田987番地 640,100 － 640,100 6.8

計 － 640,100 － 640,100 6.8

（注）上記のほか、四半期連結財務諸表において、自己株式と表示している当社株式が144,400株あります。これは、従業員

株式所有制度の導入により、平成23年３月16日付で野村信託銀行株式会社（遠藤製作所従業員持株会専用信託口）

（以下、「専用信託口」といいます。）に譲渡した自己株式222,200株のうち、平成24年６月30日現在、専用信託口が

所有する当社株式であります。 

　　

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平成

24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,596,027 3,540,472

受取手形及び売掛金 2,999,474 3,641,057

商品及び製品 756,026 733,682

仕掛品 767,457 961,506

原材料及び貯蔵品 1,616,965 1,738,184

繰延税金資産 11,268 5,363

その他 134,987 150,210

貸倒引当金 △19,421 △20,813

流動資産合計 9,862,785 10,749,664

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,547,713 2,719,486

機械装置及び運搬具（純額） 2,534,643 2,812,561

工具、器具及び備品（純額） 117,285 127,417

土地 1,680,365 1,735,840

建設仮勘定 275,620 315,464

有形固定資産合計 7,155,628 7,710,770

無形固定資産 57,806 66,828

投資その他の資産

投資有価証券 72,657 60,366

投資不動産（純額） 342,366 342,619

その他 210,926 204,518

貸倒引当金 △14,116 △13,988

投資その他の資産合計 611,833 593,516

固定資産合計 7,825,268 8,371,114

資産合計 17,688,053 19,120,778
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,443,001 2,055,869

短期借入金 1,763,826 1,770,840

未払法人税等 125,654 132,637

未払金及び未払費用 708,378 878,146

賞与引当金 99,600 133,534

役員賞与引当金 － 2,500

その他 193,839 229,928

流動負債合計 4,334,299 5,203,457

固定負債

長期借入金 1,103,971 1,020,556

リース債務 408,171 425,416

繰延税金負債 77,857 85,031

退職給付引当金 73,921 84,441

役員退職慰労引当金 25,827 27,101

資産除去債務 57,503 57,718

その他 25,115 24,585

固定負債合計 1,772,369 1,724,850

負債合計 6,106,669 6,928,308

純資産の部

株主資本

資本金 1,241,788 1,241,788

資本剰余金 1,189,873 1,189,873

利益剰余金 10,804,520 10,909,388

自己株式 △340,544 △331,392

株主資本合計 12,895,638 13,009,657

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △19,890 △32,181

為替換算調整勘定 △1,294,363 △785,005

その他の包括利益累計額合計 △1,314,254 △817,186

純資産合計 11,581,384 12,192,470

負債純資産合計 17,688,053 19,120,778
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

売上高 3,367,412 4,439,863

売上原価 2,858,164 3,760,213

売上総利益 509,247 679,650

販売費及び一般管理費 449,838 466,179

営業利益 59,408 213,470

営業外収益

受取利息 3,402 6,202

受取配当金 867 809

投資不動産賃貸料 4,493 4,493

為替差益 22,837 63,180

その他 8,125 8,199

営業外収益合計 39,727 82,885

営業外費用

支払利息 27,465 21,941

減価償却費 12,804 5,022

シンジケートローン手数料 5,620 5,608

その他 5,181 2,446

営業外費用合計 51,072 35,018

経常利益 48,063 261,337

特別利益

固定資産売却益 5,227 6,299

特別利益合計 5,227 6,299

特別損失

固定資産売却損 375 －

特別損失合計 375 －

税金等調整前四半期純利益 52,915 267,636

法人税、住民税及び事業税 66,840 63,078

法人税等調整額 29,818 11,674

法人税等合計 96,659 74,752

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△43,743 192,884

四半期純利益又は四半期純損失（△） △43,743 192,884
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△43,743 192,884

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △6,899 △12,290

為替換算調整勘定 101,879 509,357

その他の包括利益合計 94,979 497,067

四半期包括利益 51,236 689,951

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 51,236 689,951

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【会計方針の変更等】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

なお、これによる損益への影響は、軽微であります。

　

　

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

（信託型従業員持株インセンティブ・プラン）

　当社は、平成23年２月15日開催の取締役会において、当社従業員に対する当社の中長期的な企業価値向上のインセン

ティブ付与と、株主としての資本参加による従業員の勤労意欲高揚を通じた、当社の恒常的な発展を促すことを目的とし

て、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」（以下、「本プラン」といいます。）の導入を決議いたしました。

　本プランは、「遠藤製作所従業員持株会」（以下、「本持株会」といいます。）へ当社株式を譲渡する目的で設立する

「従業員持株会専用信託口」（以下、「専用信託口」といいます。）が、今後５年間にわたり、本持株会が取得すると合理

的に見込まれる数の当社株式を、当社からの第三者割当によって予め取得し、毎月、当社株式を本持株会に対してその

時々の時価で売り付けます。

　本信託の終了時点で専用信託口に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額を残余財産として、本

信託契約で定める受益者適格要件を満たす従業員に分配します。

なお、当社は、専用信託口が当社株式を取得するための借入に対して保証をしているため、当社株価の下落により専用

信託口内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点において専用信託口内に当該株式売却損相当の借入金残債がある

場合は、保証契約に基づき、当社が当該残債を弁済することになります。

当社は、平成23年3月16日付で、自己株式222,200株（123,987千円）を専用信託口へ譲渡しております。当該自己株式に

ついては、当社が専用信託口へ株式を譲渡した時点で売却処理を行っております。また、専用信託口が所有する株式を含

む資産及び負債並びに費用及び収益を、当社の四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計

算書に含めて表示しております。なお、専用信託口が所有する株式については自己株式として表示しており、当第1四半期

連結会計期間末において、専用信託口が所有する当社株式数は144,400株となっております。
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【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日）

減価償却費 169,748千円 197,019千円

　　

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

配当に関する事項

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日

定時株主総会
普通株式 93,016 10平成23年３月31日平成23年６月29日利益剰余金

（注）上記配当金の総額は、専用信託口が所有する当社株式に対する配当金を含めて表示しております。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

配当に関する事項

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 88,016 10平成24年３月31日平成24年６月29日利益剰余金

（注）上記配当金の総額は、専用信託口が所有する当社株式に対する配当金を含めて表示しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

  

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

ゴルフ事業
ステンレス
事業

自動車等鍛
造部品事業

計

売上高       

外部顧客に対する売上高 1,609,479216,5361,541,3963,367,412 － 3,367,412

セグメント間の内部売上高又は

振替高
2,451 － － 2,451 △2,451 －

計 1,611,931216,5361,541,3963,369,864△2,4513,367,412

セグメント利益又は損失（△） △94,296 10,344284,559200,607△141,19959,408

（注）１．セグメント利益の調整額△141,199千円には、セグメント間取引の消去△2,451千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△138,747千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

該当事項はありません。

　

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

  

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

ゴルフ事業
ステンレス
事業

自動車等鍛
造部品事業

計

売上高       

外部顧客に対する売上高 2,601,174222,4371,616,2504,439,863 － 4,439,863

セグメント間の内部売上高又は

振替高
2,193 － － 2,193 △2,193 －

計 2,603,368222,4371,616,2504,442,057△2,1934,439,863

セグメント利益 62,999 1,240 297,998362,237△148,767213,470

（注）１．セグメント利益の調整額△148,767千円には、セグメント間取引の消去△2,193千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△146,573千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
△4円70銭 21円91銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額又は四半期純損失金額

（△）（千円）
△43,743 192,884

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は

四半期純損失金額（△）（千円）
△43,743 192,884

普通株式の期中平均株式数（株） 9,301,622 8,801,622

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期連結累計期間は、１株当たり四半期

純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第１四半期累計期間は、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

２．専用信託口が所有する当社株式は、１株当たり情報の算定上の基礎となる期末普通株式数及び期中平均株

式数に含まれております。

　

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

　 

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年８月８日

株式会社遠藤製作所

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　保範　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 神代　勲　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社遠藤製

作所の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２４年４月

１日から平成２４年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２４年４月１日から平成２４年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及

び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社遠藤製作所及び連結子会社の平成２４年６月３０日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。
　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　 

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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